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貸 借 対 照 表 

（令和３年12月31日現在） 
                                  （単位：千円）  

科   目 金  額 科   目 金  額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 234,936 流 動 負 債 223,545 

現 金 及 び 預 金 79,326 買 掛 金 16,837 

売 掛 金 4,551 短 期 借 入 金 80,000 

商 品 及 び 製 品 115,193 
一年内返済予定の

長 期 借 入 金 
30,672 

仕 掛 品 10,135 未 払 金 12,343 

原材料及び貯蔵品 8,159 未 払 費 用 12,782 

前 渡 金 11,105 未 払 法 人 税 等 6,710 

前 払 費 用 3,777 未 払 消 費 税 等 6,424 

そ の 他 2,687 前 受 金 55,887 

固 定 資 産 69,580 リ ー ス 債 務 448 

有 形 固 定 資 産 65,720 そ の 他 1,438 

建 物 541 固 定 負 債 71,181 

機 械 装 置 1,009 長 期 借 入 金 70,556 

工具、器具及び備品 406 リ ー ス 債 務 625 

土 地 63,762 負 債 合 計 294,727 

投資その他の資産 3,860 （純資産の部）  

保 証 金 500 株 主 資 本 9,789 

長期繰延税金資産 3,360 資 本 金 132,562 

  利 益 剰 余 金 △122,772 

  その他利益剰余金 △122,772 

  繰越利益剰余金 △122,772 

  純 資 産 合 計 9,789 

資 産 合 計 304,517 負債及び純資産合計 304,517 

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書 

（自 令和３年１月１日 至 令和３年12月31日） 
                                    （単位：千円）  

科 目 金 額 

売 上 高  1,063,776 

売 上 原 価  345,316 

売 上 総 利 益  718,459 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  700,034 

営 業 利 益  18,424 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 0  

助 成 金 収 入 15,960  

そ の 他 76 16,037 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 2,676  

売 上 割 引 489 3,166 

経 常 利 益  31,296 

税 引 前 当 期 純 利 益  31,296 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,690  

法 人 税 等 調 整 額 △484 8,205 

当 期 純 利 益  23,090 
 

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

（自 令和３年１月１日 至 令和３年12月31日） 

                                   （単位：千円） 
 

 

株 主 資 本 

純資産合計 
資 本 金 

利 益 剰 余 金 

株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 132,562 △145,862 △145,862 △13,300 △13,300 

当 期 変 動 額      

当 期 純 利 益  23,090 23,090 23,090 23,090 

当 期 変 動 額 合 計 - 23,090 23,090 23,090 23,090 

当 期 末 残 高 132,562 △122,772 △122,772 9,789 9,789 
 

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品        個別法による原価法を採用しております。 

製品及び仕掛品   移動平均法による原価法を採用しております。 

原材料及び貯蔵品  最終仕入原価法を採用しております。 

なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定しております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産    建物（附属設備を除く）については定額法、その他の有形固定資産について

は定率法を採用しております。 

無形固定資産    ソフトウエアについては定額法を採用しております。 

(3) 引当金の計上基準 

貸倒引当金     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

 土地 63,762千円 

② 担保に係る債務 

 長期借入金 70,556千円 

 一年内返済予定の長期借入金 30,672千円 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 15,440千円 

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

 短期金銭債務 1,186千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高  

 営業取引による取引高  

 販売費及び一般管理費 523,433千円 
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４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項  

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 563,300株 0株 0株 563,300株 
 

(2) 自己株式に関する事項 

 該当事項はありません。 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

５．税効果会計に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

６．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等の金融

機関からの借入及び新株発行による方針であります。また、デリバティブ取引に関しては行わない

方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権は売掛金等については、経常的に発生しており、担当者が、所定の手続きに従い、債

権回収の状況を定期的にモニタリングを行い、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っ

ております。 

特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状況の

報告などを行います。 

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

該当事項はありません。 

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

買掛金及び未払金については月次単位での支払予定を把握するとともに、手元流動性の維持な

どにより流動性リスクを管理しております。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項  

 
貸 借 対 照 表 計 上 額 

（千円） 

時 価 

（千円） 

差 額 

（千円） 

(1) 現金及び預金 79,326 79,326 ― 

(2) 売掛金 4,551 4,551 ― 

(3) 前渡金 11,105 11,105 ― 

(4) 未収入金 2,346 2,346 ― 

資産計 97,329 97,329 ― 

(1) 買掛金 16,837 16,837 ― 

(2) 未払金 12,343 12,343 ― 

(3) 前受金 55,887 55,887 ― 

(4) 未払法人税等 6,710 6,710 ― 

(5) 未払消費税等 6,424 6,424 ― 

(6) 短期借入金 80,000 80,000 ― 

(7) 長期借入金（１年以内返済予定を含む） 101,228 101,228 ― 

(8) 長期リース債務(１年以内返済予定を含む) 1,074 1,074 ― 

負債計 280,505 280,505 ― 
 

（注）金融商品の時価の算定方法 

資産 

(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)前渡金、(4)未収入金 

     短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

負債 

(1)買掛金、(2)未払金、(3)前受金、(4)未払法人税等、(5)未払消費税等、(6)短期借入金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

(7)長期借入金（１年以内返済予定を含む） 

      変動金利証書貸付であるため、当該帳簿価額によっております。 

(8)長期リース債務（１年以内返済予定を含む） 

      当該帳簿価額によっております。
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７．関連当事者との取引に関する注記 

親会社  

名 称 
資 本 金 

( 千 円 ) 
事 業 の 内 容 

議決権等の所有 

( 被 所 有 ) 割 合 

（％） 

関 係 内 容 
取 引 の 

内 容 

取引金額 

（千円） 
科 目 

期末残高 

（千円） 役 員 の 

兼 任 

事 業 上 の 

関 係 

日本和

装ホー

ルディ

ングス

株式会

社 

478,198 

和服及び和

装品の販売

仲 介 

－ 

(100.0) 
1名 

当社に対す

る販売機会

の 提 供 

顧客から

の販売代

金の精算

(注)２ 

425,720 前受金 45,724 

販売手数

料の支払

い(注)３ 

516,828 ― ― 

会場費等

の支払い

(注)４ 

6,605 未払金 1,186 

   
（注）１．上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等を含んでお

ります。 

２．日本和装ホールディングス株式会社からの販売代金の精算については他社と同等の取引条件に

よっております。 

３．日本和装ホールディングス株式会社に対する販売手数料の支払いについては、他社と同等の取

引条件によっております。 

４．日本和装ホールディングス株式会社に対する会場費等の支払いについては、他社と同等の取引

条件によっております。 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 17円37銭 

(2) １株当たり当期純利益 40円99銭 

 

９．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 

 


